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１．当四半期決算に関する定性的情報 
（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間（平成 28 年４月１日から平成 28 年 12 月 31 日）の経常収益は、貸出金利回りの低

下を主因として貸出金利息が減少しましたが、有価証券関係収益が増加したことや、貸倒引当金戻入益を計上し

たことなどから、前年同期比 737百万円増加し 7,591百万円となりました。 

一方、経常費用は、貸倒引当金繰入額が戻入に転じたことに加え、営業経費が減少しましたが、その他の経常

費用が増加したことなどから、前年同期比 146百万円増加し 6,085百万円となりました。 

この結果、経常利益は、前年同期比 590 百万円増益の 1,506 百万円となりました。また、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は、前年同期比 300百万円増益の 905百万円となりました。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 
当第３四半期における財政状態については、総資産が前連結会計年度末比 81 億円減少し、4,181 億円となり、

純資産は、前連結会計年度末比１億円減少し、202億円となりました。 

預金は、定期性預金を中心として個人預金が増加しましたが、公金預金や法人預金が減少したことから、全体

では前連結会計年度末比 72億円減少し、3,607億円となりました。 

貸出金は、中小企業向け貸出金や個人向け貸出金が減少したことなどから、全体では前連結会計年度末比 64億

円減少し、2,585億円となりました。 

また、有価証券は、受益証券が増加しましたが、国債や社債が減少したことなどから、前連結会計年度末比９

億円減少し、996億円となりました。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 
当第３四半期連結累計期間の経常利益は、通期の業績予想を上回っておりますが、今後の経済情勢等により与

信費用や有価証券関係損益が変動する可能性があります。このため、平成 28 年５月 13 日に公表いたしました業

績予想に変更はありません。 

 
 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 
該当事項はありません。 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
税金費用の処理 

当行及び連結子会社の税金費用は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより

算定しております。 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第 32号 平成 28年６月 17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成 28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。  

この結果、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ０百万円増加して

おります。  

（４）追加情報 
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号 平成 28年３月 28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。  
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部

現金預け金 37,555 34,133

買入金銭債権 2,599 2,599

有価証券 100,561 99,638

貸出金 264,980 258,553

外国為替 0 5

リース債権及びリース投資資産 4,061 4,220

その他資産 2,019 2,544

有形固定資産 8,928 11,037

無形固定資産 279 328

退職給付に係る資産 83 86

繰延税金資産 59 48

支払承諾見返 8,816 8,305

貸倒引当金 △3,678 △3,375

資産の部合計 426,267 418,126

負債の部

預金 368,089 360,794

借用金 23,583 23,571

社債 1,540 1,530

その他負債 1,381 1,423

役員退職慰労引当金 223 208

睡眠預金払戻損失引当金 19 20

偶発損失引当金 87 59

本店建替損失引当金 435 562

繰延税金負債 1,141 864

再評価に係る繰延税金負債 570 569

支払承諾 8,816 8,305

負債の部合計 405,889 397,909

純資産の部

資本金 6,636 6,636

資本剰余金 472 472

利益剰余金 7,374 8,002

自己株式 △43 △43

株主資本合計 14,440 15,068

その他有価証券評価差額金 4,717 3,929

土地再評価差額金 1,187 1,186

退職給付に係る調整累計額 14 12

その他の包括利益累計額合計 5,918 5,128

非支配株主持分 19 19

純資産の部合計 20,378 20,216

負債及び純資産の部合計 426,267 418,126
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

経常収益 6,854 7,591

資金運用収益 4,358 3,840

（うち貸出金利息） 3,305 2,983

（うち有価証券利息配当金） 1,027 835

役務取引等収益 590 498

その他業務収益 31 621

その他経常収益 1,874 2,631

経常費用 5,938 6,085

資金調達費用 503 474

（うち預金利息） 424 402

役務取引等費用 447 452

その他業務費用 1 8

営業経費 3,566 3,465

その他経常費用 1,420 1,683

経常利益 916 1,506

特別損失 138 133

固定資産処分損 1 6

本店建替損失引当金繰入 136 126

税金等調整前四半期純利益 778 1,373

法人税、住民税及び事業税 208 377

法人税等還付税額 △79 -

法人税等調整額 43 90

法人税等合計 173 467

四半期純利益 605 905

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 604 905
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 605 905

その他の包括利益 △751 △789

その他有価証券評価差額金 △740 △787

退職給付に係る調整額 △10 △1

四半期包括利益 △146 116

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △146 115

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0

　

（３）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

　

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。
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４．補足説明資料

（１）損益状況（単体）
（単位：百万円）

平成29年３月期 平成28年３月期

第３四半期累計期間 前年同期比 第３四半期累計期間

4,058 △ 1 4,059 

3,399 △ 486 3,885 

45 △ 98 143 

613 583 30 

3,407 △ 128 3,535 

1,784 △ 56 1,840 

1,415 △ 88 1,503 

208 17 191 

650 126 524 

- 92 △ 92 

41 △ 452 493 

650 34 616 

609 579 30 

773 542 231 

430 △ 67 497 

△ 3 △ 319 316 

個別貸倒引当金純繰入額 - △ 279 279 

その他 △ 3 △ 39 36 

貸倒引当金戻入益③ 273 273 - 

うち与信費用以外④ 5 5 - 

28 △ 7 35 

37 23 14 

1,424 577 847 

△ 133 5 △ 138 

1,291 582 709 

360 173 187 

- 79 △ 79 

79 41 38 

439 293 146 

851 289 562 

△ 271 △ 495 224 

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

税金

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

臨時損益

株式等関係損益

一般貸倒引当金繰入額①

コア業務純益

その他業務利益

経費（除く臨時処理分）

人件費

物件費

　当行の平成29年３月期 第３四半期（平成28年４月１日から平成28年12月31日）における四半期情報につい
て、お知らせします。

経常利益

特別損益

税引前四半期純利益

法人税等合計

不良債権処理損失②

償却債権取立益

その他臨時損益

業務純益

うち債券関係損益

(注) 平成29年３月期第３四半期累計期間においては、貸倒引当金全体で取崩となりましたので、経理基準に
従い、その総額の273百万円を臨時損益の貸倒引当金戻入益に計上しております。

法人税、住民税及び事業税

法人税等還付税額

法人税等調整額

信用コスト（①+②-③+④）

四半期純利益
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（２）金融再生法ベースのカテゴリーによる開示（単体） 

                                （単位：百万円）  （参考）   （単位：百万円） 

 平成 28年 12月末 平成 27年 12月末  平成 28年９月末(実績) 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
1,985 1,931 2,061 

危険債権 8,191 8,988 8,343 

要管理債権 1,099 1,296 1,154 

合計 11,276 12,216 11,558 

総与信に占める開示債権の

割合 
4.29％ 4.66％ 4.38％ 

 
（注）1．上記の各四半期末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権のカテゴリーに

より分類し、当行の定める自己査定基準に基づき算出したものです。 

なお、当四半期において、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」のうち、無価値と認められる部分についての直接償却相当額

の減額（部分直接償却）はしておりません。 

2．債務者区分との関係 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権） 

危険債権（破綻懸念先の債権） 

要管理債権（要注意先のうち、元金又は利息の支払いが３ヵ月以上延滞しているか、又は貸出条件を緩和している貸出債権） 

   

（３）自己資本比率（国内基準） 

                                （参考） 

 平成 28年 12月末 
 

平成 28年９月末（実績） 

連結自己資本比率 9.30％ 9.37％ 

 

単体自己資本比率 9.01％  9.09％ 

 
 

（４）時価のある有価証券の評価差額（単体） 

  ○評価差額 
                                      （単位：百万円）  （参考）       （単位：百万円） 

 平成 28 年 12 月末 平成 27 年 12 月末  平成 28 年９月末 

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額 

 うち益 うち損  うち益 うち損  うち益 うち損 

その他有価証券 92,447 5,636 6,363 727 90,681 6,992 7,646 654 93,270 5,589  6,688  1,098  

 株式 4,548 1,447  1,490 43 6,008 2,478  2,544 66 4,394 1,053  1,205  151  

債券 61,926 2,785 2,787 2 64,312 2,511 2,515 3 63,560 3,362  3,363  1  

その他 25,972 1,404 2,085 681 20,360 2,002 2,586 584 25,314 1,174  2,119  945  

（注）１．「評価差額」及び「差額」は、帳簿価額（償却原価法適用後、減損処理後。）と時価との差額を計上しております。 

２．満期保有目的の債券に係る含み損益は以下のとおりであります。なお、「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権

を含めて記載しております。 
 
 
                                      （単位：百万円）  （参考）       （単位：百万円） 

 平成 28 年 12 月末 平成 27 年 12 月末  平成 28 年９月末 

帳簿 

価額 

差 額 帳簿 

価額 

差 額 帳簿 

価額 

差 額 

 うち益 うち損  うち益 うち損  うち益 うち損 

満期保有目的の

債券 
9,435 263 263 ― 9,181 357 357 ― 9,493 316 316 ― 
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（５）預金・貸出金の残高（単体） 

                                     （単位：百万円）  （参考）   （単位：百万円） 

 平成 28年 12月末 平成 27年 12月末  平成 28年９月末 

預金 361,037 350,142 361,380 

 うち個人預金 270,867 259,227 265,063 

貸出金 260,183 258,812 260,885 

 うち個人ローン 76,811 79,464  76,404 

 

以  上  

 

 

本件に関するお問合せ先 

島根銀行 人事財務グループ／片寄 TEL(0852)24-1238（ダイヤルイン） 
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